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川越市児童館ティーンズコーディネート事業業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 事業概要及び目的 

川越市児童館ティーンズコーディネート事業は、こども・若者の多様な居場所づくりに取

り組む一環として、ティーンズコーディネーターを配置し、児童館職員と連携を図りつつ、

中高生世代向けプログラムの企画運営や、地域団体等との連携強化、児童館職員に対する研

修（以下、「ティーンズコーディネート業務」）の取組を実施する。 

このことにより、児童館という０歳から１８歳までの幅広い年齢のこどもを対象とした施

設の特性を活かし、こども・若者の居場所づくりを充実させ、安全で安心して過ごせる多様

な居場所づくりの推進に寄与することを目的とする。 

なお、当事業は、国のこどもの居場所づくり支援体制強化事業（児童館等を活用した地域

課題解決モデル事業）を活用して実施するものであり、ティーンズコーディネート業務にお

いて、児童館の機能・役割を活かした活動の開発等を行い、成果をとりまとめることとする。 

 

２ 業務の概要 

⑴ 業務名称  

川越市児童館ティーンズコーディネート事業業務委託 

⑵ 業務内容  

川越市児童センターこどもの城を拠点として、市内各児童館（児童センターこどもの城、

川越駅東口児童館、高階児童館）におけるティーンズコーディネート業務を実施する。詳

細は、仕様書のとおり。各児童館の施設情報は、「川越市児童館一覧」のとおり。 

ただし、当該仕様書に定めのない事項であっても、当該業務の効果が上がると判断され

るものについては、積極的に提案すること。 

⑶ 履行期間  

契約締結日から令和９年３月２６日まで 

⑷ 業務委託限度額   

本業務委託の限度額は、４，７１８，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）とする。

この契約の締結後に、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）等の改正により、消費税額等

の額に変動が生じた場合は、発注者は、この契約を何ら変更することなく契約金額に相当

する消費税額等を加減して支払うものとする。ただし、税法上経過措置の対象となる場合

には、経過措置が優先して適用される。 

 

３ 担当課 こども未来部 こども育成課 児童センターこどもの城 

      所在地 〒350-0824 埼玉県川越市石原町１丁目 41 番地 2   

電話番号：049-225-7289 ＦＡＸ：049-225-7289 

メール：jido★city.kawagoe.lg.jp ＠を★に置き換えています。 
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４ 参加資格 

本件に参加しようとする者は、川越市契約規則（昭和 49 年規則第 21 号）を遵守した上、

次に掲げる条件をすべて満たすものとする。 

⑴  川越市競争入札参加者の資格等に関する規程（平成６年告示第 351 号）に基づく令和

７・８年度川越市競争入札参加資格者名簿に登載されていること。または、名簿の登載

に相当する資格要件を備え、所定の資格審査を経て、公表する参加者名簿に登載されて

いること。 

⑵  地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４（第 167 条の 11 第１

項において準用する場合を含む。）の規定により、川越市における一般競争入札等の参

加を制限されている法人に該当しない者であること。 

⑶  本業務委託の公告の日から業務委託契約締結の日までの間のいずれかの日において

も、川越市建設工事等の契約に係る入札参加停止の措置要綱の規定に基づく入札参加停

止期間中でないこと。 

⑷  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続開始の

申立てがなされている者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であって、更生計画の認可が決

定し、又は再生計画の認可が確定した者を除く。）でないこと。 

⑸  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定す

る暴力団員及び川越市暴力団排除条例（平成２４年川越市条例第３２号）第３条第２項

に規定する暴力団関係者に該当しないこと。 

⑹  川越市建設工事等暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けていないこ

と。法人又は法人が運営する施設について、過去３年間において、法令に基づく改善の

命令、事業停止又は業務停止等の処分を受けていないこと。 

⑻  過去５年間で、本業務に類似する中高生世代の居場所づくりに関する事業の実績を有

すること。 

⑼  川越市の子育て施策及び児童福祉行政を理解し、市が行う児童福祉行政に積極的に協

力できること。 

 

５ 選考スケジュール（予定） 

以下を予定している。ただし、都合により変更する場合がある。 

内容 期間等 

公募開始 令和８年７月２４日（金） 

質問受付及び施設見学 令和８年７月２４日（金）から令和８年７月３１日（金）午後４時まで 

質問回答 令和８年８月４日（火）午後４時までにホームページに掲載する。 

参加申込 令和８年８月６日（木）午後４時まで（郵送の場合は必着） 
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参加資格確認結果送付 令和８年８月１０日（月）に電子メール及び書面にて通知する。 

企画提案書提出 令和８年８月１３日（木）午後４時まで（郵送の場合は必着） 

ヒアリング審査 令和８年８月１７日（月）※時間等の詳細は別途通知。 

審査結果通知 令和８年８月１９日（水） 

仕様に関する協議 令和８年８月１９日（水）～２１日（金） 

契約締結 令和８年８月２６日（水） 

 

６ 公募（公告） 

⑴ 公告日 

令和８年７月２４日（金） 

⑵ 公告方法 

川越市ホームページ『https://www.city.kawagoe.saitama.jp/』に記載する。 

※トップページ→産業・ビジネス→入札・契約→発注情報→プロポーザル案件 

 →令和８年度プロポーザル案件 

 

７  施設見学 

⑴ 施設見学期間 

公募の開始から令和８年７月３１日（金）午後４時まで 

⑵ 対象施設 

児童センターこどもの城 所在地 川越市石原町１丁目４１－２ 

川越駅東口児童館    所在地 川越市菅原町２３－１０ クラッセ川越４階 

高階児童館       所在地 川越市藤間２７―１ 高階市民センター内 

⑶ 施設見学の方法 

対象施設の見学を希望する場合は、予め「児童センターこどもの城」に連絡し、担当者

と調整の上、訪問すること。現地での見学内容は、館内の施設紹介を行うものとする。ま

た、施設への訪問は、現地集合、現地解散とする。 

なお、施設への質問は一切受け付けない。質問が生じた場合には、質問の受付・回答の

流れに沿って、質問を行うこととする。 

 

８  質問の受付・回答 

⑴ 質問の受付期間 

公募の開始から令和８年７月３１日（金）午後４時まで 

⑵ 質問の提出方法 

本件について質問がある場合は、「質問票（様式１）」に必要事項を記入し、電子メール

に添付して「児童センターこどもの城」に提出すること。 

その際、電子メールの表題は、「公募型プロポーザル質問（事業者名）」とし、電子メー
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ル送信後、「児童センターこどもの城」に送信確認の電話をすること。電子メール以外での

質問（電話での問い合わせ等）に対しては、一切回答を行わない。 

⑶ 質問の回答 

質問に対する回答は、令和８年８月４日（火）に市ホームページにおいて、質問内容と

ともに掲載する。 

 

９ 参加申込み 

本件に参加する意思がある場合は、次の書類を提出すること。 

１ 公募型プロポーザル参加申込書（様式２） 

２ 誓約書（様式３） 

３ 業務実績調書（様式４） 

⑴  受付期間 

公募の開始から令和８年８月６日（木）午後４時まで（郵送の場合は必着） 

⑵  提出方法 

上記１から３までの書類に必要事項を記入し、１部用意の上、「児童センターこどもの城」

宛に持参又は郵送にて提出すること。持参の場合は、事前に「児童センターこどもの城」

の担当者に連絡をし、日時の調整を行うものとする。 

提出後に、別途、書類の写しを電子メールにてデータを送付すること。電子メールの表

題は、「公募型プロポーザル参加申込（事業者名）」とする。 

 

⑶  参加資格の確認 

提出書類に基づき、参加資格の確認を行う。参加資格の確認結果は、令和８年８月１０

日（月）に、参加申込みをした全ての事業者に対し、電子メール及び書面にて通知する。 

 

１０ 企画提案書の提出 

⑴  提出期間 

令和８年８月１０日（月）午前 9 時から同年８月１３日（木）午後４時まで（郵送の場

合は必着） 

 

⑵  提出方法 

参加事業者は、選考に必要な次の書類（以下「提出書類」といいます。）に必要事項を記

入し、１部用意の上、「児童センターこどもの城」宛に持参又は郵送にて提出すること。持

参の場合は、事前に「児童センターこどもの城」の担当者に連絡をし、日時の調整を行う

ものとする。なお、提案は１事業者につき１つの提案の提出に限る。 

提出後に、別途、書類の写しを電子メールにてデータを送付すること。電子メールの表

題は、「公募型プロポーザル企画提案書（事業者名）」とする。 



 5 / 7 

 

 提出書類 様式 注意事項 

１ 企画提案届出書 様式５  

２ 実施体制調書 様式６  

３ 業務工程表 様式７  

４ 企画提案書 様式８  

５ 見積書 様式９ 下記備考欄 3 を参考に記入

すること 

 備考 

１. 提出書類は、日本工業規格によるＡ４判の規格による。 

２. ２～４の書類について、作成事業者を特定できる内容の記述はしない。 

３. 見積書（様式９）の項目・内訳は、人件費、謝金、旅費、印刷費、保険料、通

信費、消耗品、使用料及び賃借料等について記入する。 

 

 

１１ ヒアリング審査 

選考は、ヒアリング審査により行う。ヒアリング審査は、提案についてプレゼンテーション

を行う。その際、プレゼンテーションの出席者は３名以内とする。プレゼンテーションの時間

は 30 分以内で、その後質疑応答（15 分程度）を予定している。 

ヒアリング審査の実施は、令和８年８月１７日（月）を予定している。時間等の詳細は、令

和８年８月１０日（月）の参加資格確認結果通知と併せて、個別に電子メール及び書面にて通

知する。 

⑴  評価 

評価は、別紙「川越市児童館ティーンズコーディネート事業業務委託公募型プロポーザル

評価基準表」により行う。 

ヒアリング審査による評価の合計点が最上位の者を契約予定事業者に決定し、次に得点の

高かった者を、次点の契約予定事業者として決定する。最高得点の者が複数となった場合は、

審査委員会が決定する。 

なお、審査における最低基準点を６０点とし、すべての参加事業者が最低基準点を満たさ

なかった場合は、再度公募を行う。 

契約予定事業者が何らかの理由により、契約締結に至らなかった場合には、次点の者を契

約予定事業者とする。 

ヒアリング審査は、参加事業者が１事業者であった場合も同様に評価を行う。 

⑵  その他 

①  ヒアリング審査にパソコン、プロジェクター等を使用する場合は、「児童センターこ

どもの城」の担当者に事前連絡のうえ、相談すること。この場合において、パソコン

（Windows）、プロジェクター、スクリーン、レーザーポインターは市が用意する。

（その他の機器が必要な場合は、「児童センターこどもの城」の担当者と事前に協議す
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ること。）。また、ヒアリング審査で使用する電子データは、市の指定する日までに、

市の指定する様式にて提出すること。 

②  ヒアリング審査当日はパワーポイント等のデータを持参し、それを用いたプレゼンテ

ーションが可能である。ただし、企画提案書の内容に沿ったものとし、企画提案書の

範囲を超えたり、企画提案書の差し替え等は認めない。 

③  ヒアリング審査の場において、参加事業者名が特定可能な内容の表現（参加事業者名、

参加事業者のロゴ、標語等の表示等）はしないこと。 

④  審査委員会での選考は、非公開とする。また、選考実施後、実施要領、仕様書、現場

等の公表資料についての不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

 

１２ 選考結果の公表 

選考結果は、令和８年８月１９日（水）（予定）にヒアリング審査に参加した事業者に電

子メール及び書面にて通知する。選考結果は、市ホームページで公表する予定。 

 

１３ 契約の締結 

本業務の委託事業者に選定された者は、本市と協議のうえ、契約に必要な書類を揃え、契

約を締結する。なお、契約においては、川越市契約規則に基づき執行する。 

 

１４ 参加事業者の失格 

参加事業者が次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

(1)  「参加資格」の要件を満たさなくなった場合 

(2)  提出期限までに提出書類に不足があった場合 

(3)  提出書類に虚偽の記載があった場合 

(4)  見積額が事業費限度額を超えている場合 

(5)  ヒアリング審査に参加しなかった場合 

(6)  選考の公平性を害する行為があった場合 

(7)  前各号に定める場合のほか、提案に当たり著しく信義に反する行為等、審査委員会

委員長が失格であると認めた場合 

 

１５ その他留意事項 

(1)  本件に要する費用は、すべて参加する事業者の負担とする。 

(2)  提出書類を市が受理した後の修正又は変更は、一切認めない。川越市と契約する事

業者は、予定した管理責任者及び担当者を配置するものとし、当該管理責任者及び担

当者の交代については、死亡、傷病、退職等のやむを得ない場合を除き、これを認め

ない。 

(3)  川越市と契約を締結する事業者は、提出書類である「業務工程表（様式 7）」に記載
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する内容を基に川越市と協議を行い、決定したスケジュールに基づき業務を実施する

ものとし、川越市の許可なく業務工程の変更はできないものとする。 

(4)  提出書類の著作権は、参加する事業者に帰属する。ただし、川越市が本件の結果の

報告、公表等のために必要な場合は、提出書類の内容を無償で使用できるものとする。 

(5)  提出された書類は、返却しない。 

(6)  本件に係る情報公開請求があった場合は、川越市情報公開条例（平成８年条例第 15

号）に基づき提出書類の公開について判断する。 

(7)  参加申込みの後に辞退する場合は、「辞退届（様式 10）」を提出する。 

 

 


